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中国：デジタル人民元のクロスボーダー決済

基盤「CBETS（数幣達）」とは 
ブロックチェーン上で進む「米ドル依存脱却」への布石 第 2 弾 

AIアナリティックリサーチ室 研究員 中田 理惠 

[要約] 

 2026 年 6 月、デジタル人民元クロスボーダー決済総合サービスプラットフォームであ

る「数幣達」（Cross-border e-CNY Transfer Services、以下、CBETS）が稼働を開始

した。本稿では、CBETS の概要と mBridge との違い、および中国当局の狙いを考察す

る。

 CBETS 導入の狙いは、mBridge を代替することではなく、mBridge では対応しがたい参

加経路や取引領域を補完しながら、デジタル人民元のクロスボーダー利用を中国主導

で機動的に拡大することにあると考えられる。同時に、CBETS はデジタル資産の取引

やブロックチェーン間の接続までを担う点で「次世代の金融インフラ」を構築すると

いう、より大きな枠組みを持つ存在といえる。

 今後、中国との貿易や人の往来が多い国・地域を中心に中国系銀行の現地法人がCBETS

に接続することでネットワークを広げていくとみている。

 また、デジタル人民元が 2026 年初頭から銀行預金（商業銀行の負債）に位置づけられ

たことから、CBETS は「トークン化預金のクロスボーダー決済インフラ」に近い存在

と見なせる。CBETS 上でどのようなサービスが展開されるかは、預金のトークン化に

向けた実証や検討が進む日本にとっても、トークン化預金の在り方を見定める上でも

参考になり得よう。 
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はじめに 

中国はデジタル人民元の国際化戦略に向けて着々と布陣を整えている。2026 年 6 月、デジタ

ル人民元クロスボーダー決済総合サービスプラットフォームである「数幣達」（Cross-border 

e-CNY Transfer Services、以下、CBETS）が稼働を開始した。CBETS に期待される役割は単な

るデジタル人民元の国際決済ネットワークではなく次世代の金融インフラとなることである。

CBETS の始動は、中国のデジタル人民元計画が決済手段の開発段階から金融インフラ全体の開

発段階に移行したことを意味する。 

デジタル人民元のクロスボーダー決済に利用できるネットワークとしては、既に mBridge が

存在する。CBETS の始動により中国はデジタル人民元のクロスボーダー利用について、二つの

経路を備えることとなった。両者は一見、機能が重複しているようにみえるが、参加主体や取

扱通貨、対象取引などが異なり、それぞれ別の需要に対応する基盤として位置づけられる。前

稿 1では現行のクロスボーダー決済の仕組みと中国が抱える課題、および人民元国際化の動機

を確認した上で、mBridge プロジェクトの概要とデジタル人民元の国際化への含意を解説した。

本稿では、CBETS の概要と mBridgeとの違い、および中国当局の狙いを考察する。 

 

CBETSの概要 

CBETS とは、デジタル人民元国際運営センターが、中国人民銀行デジタル通貨研究所の指導

の下で構築・運営するクロスボーダー決済総合サービスプラットフォームである。同センター

は 2025年 9月に上海で正式に運営を開始し、デジタル人民元を用いたクロスボーダー決済、ブ

ロックチェーンサービス（ブロックチェーン取引の中継）、デジタル資産（規制に適合したデ

ジタル資産（例：トークン化された証券など）の発行・登録・保管・取引を支援）の三つの業

務を担うプラットフォームを稼働させた。2026 年にデジタル人民元の計量枠組みとインフラ体

系の見直しに合わせて、これらを CBETS として統合・高度化した。2026 年 6 月 16 日には第一

陣となる国内外 26の金融機関が CBETSのシステムに直接参加するための契約を締結した（図表

1）。 

図表 1 CBETS 創設までの変遷  

年月 イベント 
2025年 6月 陸家嘴フォーラムで中国人民銀行の潘功勝総裁が上海へのデジタル人

民元国際運営センター設立を表明 
2025年 9月 デジタル人民元国際運営センターが正式運営を開始。デジタル人民元ク

ロスボーダー決済プラットフォーム、デジタル人民元ブロックチェーンサービス
プラットフォーム、デジタル資産プラットフォームを公表 

2026年上半期（実施月不明） 上記の３プラットフォームを CBETS として統合 

 
1 中田理惠「中国：デジタル人民元の国際化を後押しする mBridge プロジェクトとは」（大和総研レポート、

2026 年 9 月 4 日） 

https://www.dir.co.jp/report/research/capital-mkt/it/20260904_026043.html
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2026年 6月 26 の金融機関が CBETS直接参加者サービス協定に署名 
 

（出所）中国政府網より大和総研作成 

2026 年 6 月に開催された夏季ダボス会議において中国人民銀行デジタル通貨研究所の穆長春

所長が CBETS について詳しく解説している 2。同氏は、CBETS に接続することで金融機関は多様

な金融サービスを簡易に提供することが可能となり、24 時間 365 日稼働するスマート・デジタ

ル決済サービスを享受できると主張する。また、スマートコントラクト（ブロックチェーン上

のプログラム）に対応し、オフチェーン（ブロックチェーン外）およびオンチェーン（ブロッ

クチェーン上）の貿易金融情報の伝送や支払いなどの業務をカバー可能としており、物流と決

済の連動・自動化における活用を念頭に置いた設計となっていると見受けられる。 

穆所長は CBETS の強みとして三つの特徴を挙げている。一つ目は低い導入コストと高い決済

効率である。リテールとホールセール、オンチェーンとオフチェーンの支払いなどのあらゆる

決済サービスを CBETS 上に統合することで業務の簡素化と効率化ができるとしている。二つ目

はシステムの高い互換性である。送金におけるメッセージ規格を国際標準の ISO 20022 に対応

させることで、商業銀行の既存の内部システムと接続しやすくしているとしている。三つ目は

多様な参加形態と取引形態に対応可能である点である。CBETS はシステムへの直接参加の他、

独立接続の条件を備えていない機関に対しては、代理接続モデルも提供するとしている。取り

扱い対象とする取引には QRコード決済に代表されるような小口取引と、送金・貿易・投融資決

済などの大口取引の双方を含むとしている。 

参加金融機関第一陣となった 26機関の多くは、中国工商銀行、中国銀行、中国建設銀行など

中国系銀行の海外現地法人・支店であり、スタンダードチャータード銀行（中国現地法人）が

唯一の外資系銀行となっている。中国新聞網によると、26 の金融機関との接続により香港、マ

カオ、シンガポール、ラオス、タイ、アラブ首長国連邦（UAE）、カタール、ブラジルなどの

国・地域をカバーすることができる。 

目下は各参加金融機関が CBETS の活用方法を模索している状況にある。実際に CBETS を使用

して実行された取引事例としては、中国からラオスに販売した電力の料金受取、越境 EC取引の

代金受取、輸入に伴う海上運賃の支払いなどが公表されている。また、2026 年 8 月には中国建

設銀行が CBETS を通じて、顧客企業による約 2 億元の貨物貿易代金の支払いを取り扱った。技

術的な仕組みの詳細までは明らかにされていないが、当該案件では中国建設銀行が ASEAN から

の原材料を輸入する企業向けに「貿易＋融資＋支払い」を一体化したサービスを提供したとプ

レスリリース
3
が出ている。 

 

 

 
2 移动支付网「穆长春最新发言：详解“数币达”跨境结算综合服务平台（CBETS）」（2026 年 6 月 25 日） 
3 中国建設銀行「建设银行落地全国首笔货物贸易“数币达”平台付款业务」（2026 年 8 月 18 日） 

https://www.mpaypass.com.cn/news/202606/25101000.html
https://jrj.sh.gov.cn/YX180/20260818/3c468c57d3774dd39993ec9da20268d8.html
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mBridge との違いから考察する CBETS導入の狙い 

冒頭で言及した通り、デジタル人民元のクロスボーダー決済に利用できるネットワークとし

ては既に mBridgeが存在する。mBridgeは、中国、タイ、UAEの中央銀行と香港・マカオの金融

管理局が参加 4し、独自に開発されたブロックチェーン上で中央銀行デジタル通貨を取引する

クロスボーダー決済ネットワークである。参加中央銀行が共有する分散型台帳上で複数の中央

銀行デジタル通貨（Central Bank Digital Currency、以下 CBDC）を直接交換・決済する仕組

みで、2024 年 6 月に実取引を伴う継続運用の段階へ移行した。夏季ダボス会議での穆所長の発

言 5によると、2025 年末時点で累計取引額は人民元換算で約 5,000 億元に上っている。また、

中国人民銀行 6によれば 2025年 11月末時点で取引額の約 95.3％がデジタル人民元建てである。 

CBETSと mBridgeの主な違いとしては以下の三点が指摘できる（図表 2）。 

第一に運営主体および取扱通貨である。mBridge の運営主体は複数の中央銀行・金融当局で

あり、取扱通貨は参加国・地域の CBDC である。一方、CBETS は運営主体が中国人民銀行の管理

下のデジタル人民元国際運営センターであり、取扱通貨はデジタル人民元である。mBridge は

多国間での協調を経たルール、制度、システム設計が期待できる。一方、CBETS はより中国主

導で制度設計が可能であり、また単独での意思決定できることから機動的な運営が期待できよ

う。 

第二に参加主体である。mBridge は中央銀行が参加を決め、その下で商業銀行が接続する。

中央銀行による参加可否の判断や、中央銀行間における調整には各国の政治・外交上の立場や

課題が絡むため結論に至るまで時間を要し、かつその調整過程も複雑となる。CBETS は各金融

機関が個別に国際運営センターと協定を結ぶことで参加可能であるため、mBridge よりも金融

機関側にとっての参加における敷居が低く、また中国当局にとっては加盟金融機関をより速く

拡大できると期待される。 

第三に取引対象である。mBridge は銀行間の大口決済・貿易決済が中心であるのに対し、

CBETSは個人の小口決済からデジタル資産の取引までを幅広くカバーする。CBETSにはデジタル

人民元を用いたあらゆるクロスボーダー決済の集約・統合という役割が備わっているといえよ

う。また、CBETS が貿易金融情報の伝送や支払いなどの業務をカバー可能という点から、単な

るクロスボーダー決済業務に留まらず、物流と決済の連動・自動化等の高度なサービスを提供

する金融インフラへと発展していく可能性がある。 

 

 

 
4 2024 年に mBridge に参加したサウジアラビアについては、2026 年 9 月 20 日付の Financial Times の記事に

て既に脱退したことが判明したと報道されているため、本稿では参加国から除外している。Financial Times 

“Saudi Arabia quits China-led cross-border currency platform”, September 20, 2026. 

5 移动支付网「穆长春最新发言：详解“数币达”跨境结算综合服务平台（CBETS）」（2026 年 6 月 25 日） 
6 新华社「数字人民币迎来重大调整」（2025 年 12 月 29 日） 

https://www.ft.com/content/ac104987-f43d-4e7d-97b6-057d98f7e422?syn-25a6b1a6=1
https://www.mpaypass.com.cn/news/202606/25101000.html
http://www2.xinhuanet.com/20251229/442a77288543426294939796802ac43e/c.html
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図表 2 mBridge と CBETS の比較 

 mBridge CBETS（数幣達） 
運営主体 参加中央銀行・金融当局 デジタル人民元国際運営センター 

参加主体 中央銀行が参加し、その下で商業銀行が
接続 

条件を満たす商業銀行、金融インフラおよ
び決済サービス提供者 

取扱通貨 参加国・地域が発行する CBDC デジタル人民元 
対象取引 ホールセール中心 リテール・ホールセール 
対象地域 中国本土、香港、タイ、UAE、マカオ 香港、マカオ、シンガポール、ラオス、タイ、

UAE、カタール、ブラジル 
技術基盤 ブロックチェーン（mBridge Ledger） 集中型・ブロックチェーン双方に対応 

 

（注）2024 年に mBridge に参加したサウジアラビアは、2026 年 9 月 20 日付の Financial Times の記事にて既に

脱退したことが判明したと報道されているため、本稿では参加国から除外している。CBETS 対象地域は 2026 年

9 月 16 日時点公表情報に基づく。 

（出所）BIS、中国人民銀行、マカオ金融管理局、Financial Times より大和総研作成 
 

 

以上を踏まえると、CBETS 導入の狙いは、mBridge を代替することではなく、mBridge では対

応しがたい参加経路や取引領域を補完しながら、デジタル人民元のクロスボーダー利用を中国

主導で機動的に拡大することにあると考えられる。CBETS は相手国における CBDC の整備や中央

銀行の mBridge への参加を前提としないため、中国側は参加機関と接続地域を比較的迅速に広

げやすい。また、中国が単独で運営することから、利用の実情や需要に合わせて臨機応変に制

度・システムの改善を図ることが期待できる。 

CBETS は取扱通貨をデジタル人民元に絞る一方、個人の小口消費・送金から、貿易・投融資、

金融機関間決済、デジタル資産の決済までを統合して幅広く扱う構想である。単なる資金移転

を超えた高度なサービスを提供する金融インフラへの展開も視野に入る。 

すなわち、mBridgeは中央銀行間の合意に基づく多国間・多通貨型の経路、CBETSは民間金融

機関等にも開かれた中国主導のデジタル人民元専用経路かつサービスの高度化・効率化を図る

ための金融インフラという住み分けがなされているといえよう。中央銀行間で合意が得られる

相手国とは mBridge でつなぎ、それ以外の地域や民間主導の領域は CBETS でつなぐ、という二

本立てで相互に補完しながらデジタル人民元の国際化を進める構えとみるのが妥当であろう。 

 

おわりに 

以上で見てきたように中央銀行間の協調を前提とする mBridge と、条件を満たす金融機関が

個別に参加できる CBETS を二本立てで進めることで、中国は相互に補完しながらデジタル人民

元の国際化を進める体制を整えたと評価できる。同時に、CBETS はデジタル資産の取引やブロ

ックチェーン間の接続までを担う点で「次世代の金融インフラ」を構築するという、より大き
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な枠組みを持つ存在といえる。 

今後の展開としては中国との貿易や人の往来が多い国・地域を中心に中国系銀行の現地法人

が CBETS へ接続することでネットワークを広げていくとみている。現在は各参加金融機関が多

様な取引事例を開発している最中にあるが、そうした取引事例のうちいずれかが実験的取引で

はなく実用に耐え得るものとして実務に取り込まれていくか否かが、CBETS が真にデジタル人

民元の国際決済インフラとして定着するかを左右するポイントとなろう。 

また、2026 年初よりデジタル人民元の位置づけが商業銀行の預金となった 7ことから、その

性質はトークン化預金に近いといえる。このため CBETS は「トークン化預金のクロスボーダー

決済インフラ」に近い存在とみることもできる。預金のトークン化に向けた実証や検討が進む

日本にとっても、CBETS 上でどのようなサービスが展開されるかは、トークン化預金の在り方

を見定める上で参考になり得る。今後の動向を注視していきたい。 

 

 
7 中共苏州市委金融委员会办公室「央行出台《关于进一步加强数字人民币管理服务体系和相关金融基础设施建

设的行动方案》」、2025 年 12 月 30 日を参照。なお、非銀行決済機関が提供するデジタル人民元については非

銀行決済機関の負債として扱われる。 

https://jrjgj.suzhou.gov.cn/szdfjr/jrsx/202601/12d6d285932b4c98881e7f6350e50c19.shtml
https://jrjgj.suzhou.gov.cn/szdfjr/jrsx/202601/12d6d285932b4c98881e7f6350e50c19.shtml
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